
Ⅱ 渡島農業改良普及センターの普及活動方針 

１ 普及活動方針 

令和８年度から開始される「第７期北海道農業・農村振興推進計画」に基づき、渡島管内で

は「日本の食を力強く支える豊かな農業・農村」の実現を目指す。 

渡島管内は南北に長く、温暖な気象条件と利便性の高い立地を活かし、水稲・畑作・野菜・

果樹・花き・酪農・肉牛など、極めて多岐にわたる農業経営が展開されている。経営規模は全

道平均より小規模ながら、トマト、ながねぎ、にら、カーネーションといった高品質な作物の

生産で全道有数の産地を形成している。 

この「農業の宝石箱・渡島」と称される多様な農業生産を、持続可能な形で次世代へ継承・

発展させるため、以下のとおり普及活動を推進する。 

 

２ 活動の方法 

普及事業の共通目標である「地域に担い手が残り続ける農業の創造」を達成するため、現場

力を発揮した提案・実証型活動を展開する。その際、「地域の目となり耳となる普及」、「農

業者のそばに立つ普及」、「地域の知恵袋となる普及」の３つの基本理念を徹底する。 

(1) 地域ニーズに基づく普及課題を設定し、関係機関・団体と連携のもと効果的な普及活動を行

う。 

(2) 総合振興局、市町、ＪＡ、指導農業士等と連携し、多様な担い手の育成・確保を推進する。 

(3) 「北海道スマート農業推進方針」に基づき、相談窓口の活用や技術普及を通じてスマート農

業を推進する。 

(4) コーディネート機能を活かし、６次産業化や営農支援を強化する。総合振興局、農業試験場、

ＪＡ、市町等の関係機関・団体などと連携して、普及活動を展開する。 

 

３ 具体的推進事項 

(1) 食料を安定的に供給する農業・農村の確立 

ア スマート農業の推進 

ＧＮＳＳ自動操舵やドローン、環境制御、搾乳ロボットなどの先端技術について、実証

や情報提供を行い、地域・経営体ごとのニーズに合わせたスマート農業の社会実装を加速

させる。 

イ 安定生産技術の普及 

園芸では、連作による土壌病害やハウス内への養分蓄積に起因する生理障害が顕在化し 

ている。これに対し、新規作物や緑肥の導入による輪作体系の構築、土壌診断に基づく適

正施肥、発生予察に基づく的確な病害虫防除を推進・支援する。 

畜産では、自給飼料基盤を強化するため、草地の植生改善を中核とし、飼養管理技術の

向上による疾病予防と経営安定化を支援する。 

ウ 省力化技術の普及 

稲作においては、規模拡大および作業競合解消を目的に、直播、密播、疎植技術等の導

入・定着を図る。園芸作では、省力的な品目・品種選定、育苗の省力化、ならびに機械化

による定植・調製作業の効率化を推進する。これらを通じて、生産性向上と高付加価値化

を実現する。 

エ ブランド力の向上 

地域独自の多様な資源を活かしたブランド農畜産物の育成を支援する。また、地元の醸

造用ぶどうによるワイナリーや、酒米による酒蔵などが設立され、生産技術の支援や観光

などと連携した地域活性化を推進する。 

オ 防疫対策の推進 

農作物の病害虫発生予察に基づく適期防除と、新たな病害虫に対する迅速な防疫措置を

推進し、安定生産を確保する。あわせて、家畜伝染病の侵入・まん延防止に向けた衛生管

理体制を支援する。 



(2) 環境と調和のとれた持続可能な農業・農村の確立 

ア 安全・安心な食品づくりの普及と安定供給 

消費者が求める良質で安全・安心な農畜産物を安定的に供給するため、環境負荷低減に

よる環境保全型農業を推進する。 

イ ＧＡＰ・有機農業等の推進 

ＧＡＰやＨＡＣＣＰの導入、YES!clean 農産物の生産拡大、有機農業の拡大などを推進

し、持続可能で信頼性の高い生産体制を構築する。 

(3) 誰もが安心して住み続けられる農業・農村の確立 

ア 新規就農者の育成・定着 

就農準備・研修段階における受入・指導体制を強化し、確実な技術・経営能力の習得を

支援する。就農後は、早期の経営安定化に向けた定着フォローおよび農業法人従業員の育

成を通じ、持続可能な農業経営体を確立する。 

イ 青年農業者の育成 

４Ｈクラブなどの青年農業者グループにおける組織運営や相互学習の場づくりを支援

し、組織基盤の強化を図る。あわせて、地域農業の次代を担う経営能力に優れた農業経営

者の育成を目指し、経営管理能力の向上を支援する。 

ウ 女性農業者の育成 

農業経営における女性参画、ネットワーク構築による連携活動、様々な場面で活躍でき

る環境づくりを支援する。 

エ 多様な人材の育成 

雇用人材の確保に向けて、他産業、他地域、大学などとの連携による多様な人材の確保

・受入体制を強化する。障がい者などの社会参画を実践する農福連携を推進する。 

オ 野生鳥獣害対策 

エゾシカやクマどの深刻な鳥獣害に対し、防護柵設置や捕獲強化に加え、ＩＣＴ・スマ

ート技術を活用した被害防止対策を推進する。 

(4) 消費者と生産者が支え合う農業・農村の確立 

ア 食育・地産地消の推進 

直売活動、消費者と農業者との交流、ＳＮＳなどを活用した情報発信と直売活動を支援

し、食育と農業への理解を深め、顔の見える関係づくりを推進する。 

 

４ 総合振興局、農業試験場、地域関係機関・団体との連携 

(1) 総合振興局独自施策と連携した普及活動を推進する。 

(2) 「渡島地域農業技術支援会議」において、緊急かつ重点的な課題解決を図る。 

(3) 「渡島管内農業振興連絡会議」において、地域関係機関・団体と課題を共有化し、合意形成

と役割分担による効率的な普及活動を展開する。 

 

５  職員の資質向上と調査研究 

農業者の高度かつ多様なニーズに対応するため、ＯＪＴ、職場研修、専門担当者会議での資

質向上に努める。また、問題解決に向けた地域課題解決研修や調査研究を行う。 

 


